
住宅の耐震化を促進するため、昭和５７年１月１日以前に建築された住宅の耐震改修工事を行った場合、改修完了日の翌年度分の固定資産税に限り減額されます。

１　減額を受けるための要件

　　下記の（１）から（４）までのすべてを満たすもの

（1） 昭和５７年１月１日以前に建築された住宅

（2） 居住部分の床面積が当該家屋の２分の１以上であること

（3） 平成１８年１月１日から令和８年３月３１日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基準（昭和５６年６月１日施行）に適合させるよう、一定の耐震改修工事を行ったもの

（4） 耐震改修に要した費用が１戸当たり５０万円以上であること。
２　減額の内容

	床面積
	減額する額

	床面積１２０㎡以下のもの
	固定資産税の２分の１

	床面積１２０㎡を超えるもの
	１２０㎡分の固定資産税の２分の１


　　※　都市計画税は、減額の対象にはなりません。

３　減額を受けるための手続

　　次の書類を添えて、改修後３ヶ月以内に申告してください。

1 住宅耐震改修に伴う固定資産税減額申告書

2 現行の耐震基準に適合した工事であることの証明書
3 耐震改修工事費の領収書（写し）

４　問い合わせ先

　　島原市総務部税務課　固定資産税班　電話　６３－１１１１　（内線）１７３
　　

住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額について








